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〔総 説〕
21世紀初頭における日本農業の構造変動の歴史的位相
　　　　　　　　　　2010年農林業セソサス結果から考える
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Summary
　　Historic　changes　in　the　structure　of　Japan’s　agriculture　are　underway　in　the　early　21st　century．　This　paper　at－
tempts　to　analyze，　from　a　longer　perspective，　these　changes　embodied　in　the　2010　Agricultural　Census　and　to
discuss　the　specific　features　that　are　unique　to　Japan　or　are　a　process　of　structural　transformation．
　　The　number　of　farms　in　Japan　had　long　been　fairly　constant　since　th6　Meiji　era．　Although　a　decline　started　in
the　high－economic　growth　period　of　the　1960s　and　accelerated　towards　the　end　of　the　century，　it　did　not　neces－
sarily　result　in　any　visible　changes　in　the　structure　of　agriculture．　The　2010　Census　has　revealed　that　farmland
ownership　and　tenancy，　which　had　long　been　static，　began　to‘move’among　other　farmers　in　the　last　ten　years　or
SO．
　　Arapid　reduction　in　farm　numbers　has　created　a　favorable　environment　for　active　farms　to　expand　their　oper－
ation　size　by　renting　or　buying　farmland　from　small　or　retired　farmers．　Now　we　can　see　that　many　outstandingly
large　farms（in　sales　or　operation）are　being　established　every　year　and　expanding　their　share　of　the　total　far－
mland　operated　in　Japan．　It　implies　that　the　basic　nature　of　Japan’s　agriculture－the　predolninance　of　extremely
small　farms－is　Inaking　a　historic　change．　One　notable　feature　in　this　change　is　that　so－called‘organized　manage－
ment　entities’are　playing　an　important　role　in　enlarging　farm　size．［This　unit　is　an　evolved　mode　of‘community
farming’in　which　many　small　farms　in　a　village　set　up　a　large　farming　operation　unit　so　as　to　tap　the　benefits　of
economy　of　scale］．
　　The　majority　of　outstandingly　large　farms（excluding　those　in　Hokkaido）have　expanded　their　operation　size
by　renting　many　pieces　of　farmland　from　small　farmers．　It　is　a　system　of　large　farm　operation　with　tenancy　from
small　farmers，　in　contrast　to　the　pre－war　system　of　a　large　landlord　with　operation　by　small　tenant　farmers．
　　The　large　farms　relying　on　tenancy　from　small　farms　have　to　pay　due　attention　to　maintaining　harmonious　re－
lations　with　villagers　by　bearing　substantial　costs　for　maintaining　local　assets　such　as　irrigation　systems，　be－
cause　paddy－centered　farming　villages　in　Japan　rely　on　communal　activities　for　water　management．　The
relationship　between　lesser　and　lessee　is　not　necessarily　con且ned　to　the　payment　of　rent．　We　can　detect，　even
from　the　recent　structural　changes　in　agricultre，　the　specific　nature　of　Japan’s　agriculture　or　even　of　paddy一
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oriented　farming　in　Asia．
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要　旨　21世紀に入った日本農業は農業構造の歴史的な変動局面を迎えつつある。本稿の課題は，2010年農
林業セソサスを踏まえてこのような構造変動を少し長い歴史的スパソの中で位置づけ，その日本的あるいは現
段階的特徴について考察することにある。
　明治期以来長らく固定的であった農家戸数が高度成長期に入った1960年代以降減少に転じ，20世紀末以降
それが加速した。しかしこれまでそれが必ずしも構造変動には有効につながってこなかったが，21世紀に入
って動きにくかった農地が「動く」状況が広がり，農業構造が大きく動き出した。
　農家戸数の歴史的な激減の中で，零細経営から農地を集積して従来の経営とは隔絶した規模の大規模経営
（販売農家，組織経営体）が生まれ，経営耕地面積のシェアを急速に増加させつつある。それは，長らく日本
農業を特色づけてきた零細農耕を基軸とした農業構造が変化しつつあることを示すものであり，その意味で歴
史的変化ということができよう。
　と同時に，それが集落営農系譜の組織経営体が大規模経営の重要な一角を構成する形で進んでいるところに
も，現在進みつつある農業構造変動の特徴があらわれている。
　現在形成されつつある大規模経営の主体をなすのは，専ら借地の集積によって規模拡大を図ってきた借地型
大規模経営である（とくに都府県）。構図的にいえば，戦前期の大地主対零細小作から零細地主対大規模借地
経営への変化である。
　水利の共同に基礎をおく日本の水田農業では，借地型大規模経営は水利等の地域資源管理の面等で地域，集
落と関わりをもちながら経営を展開していかざるをえず，貸し手との関係も必ずしも単なる小作料の収受関係
に純化しているわけではない。そこにも現在進んでいる農業構造変動の特殊日本的ないし特殊アジア水田農業
的特徴をみることができる。
キーワード：農業構造変動，借地型大規模経営，組織経営体，集落営農，2010年農林業セソサス
1　はじめに
　21世紀に入って2回目のセンサスである2010年農
林業センサス（以下では2010年センサスと表現）は，
20世紀末から21世紀初頭において大きく進みつつあ
る日本農業の構造変動をとらえたものとして一つの画
期をなす。例えば，昭和1ケタ世代のリタイアが進
み農家戸数の減少が加速する中で，組織経営体を中心
に大規模経営が急速に増加して経営耕地面積シェアを
高め，借地面積割合も30％近くにまで上昇した。長
らく固定的であった零細経営を基軸とした農業構造が
大きく変化しはじめたのである。
　2010年セソサス分析については，既にいくつかの
成果が出され，さらに複数の総合的分析の成果の刊行
も予定されている（1）。2010年セソサスがとらえた農
業構造についてのたちいった分析についてはそれらを
参照していただくことにして，本稿ではこの2010年
セソサスを手がかりにしながら，20世紀末から21世
紀初頭において進みつつある日本農業の構造変動を少
し長い歴史的スパソの中で位置づけ，その特質等につ
いて考えてみることにしたい。
　セソサス分析で歴史的な視点も入れながら農業構造
変動をとらえるという点では，宇佐美が1995年農業
センサス分析で，20世紀初頭以来の農業構造にかか
わる指標の推移を通観しつつ，1985年以降の変動過
程を「世紀末構造変動」として特徴づけ，その歴史的
位置を明らかにしている（2）。また近現代日本農業史研
究の立場から野田は，日本農業の農法的個性を問い，
その歴史的ポジションを中進国的状況と規定しながら
「類型論」的視点から農業構造改革の日本的特質の検
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討を行っている（3）。
　本稿ではこうした分析も念頭におきながら，現在進
行しつつある日本農業の構造変動の歴史的位置づけを
行い，その日本的あるいは現段階的特徴について考察
することにしたい。その際，日本の農業構造を底部に
おいて規定してきたイエとムラ（集落）の役割につい
ても留意するようにしたい。
　本稿の構成について簡単にふれておくと，まず皿で
現局面での農家戸数減少加速の要因ともなっている昭
和1ケタ世代のリタイアをめぐる動きについて検討
を行った上で，皿で農家戸数の長期的推移の日仏比較
を行いながら農家戸数減少と構造変動との関わりにつ
いて歴史的考察を行う。次いで］Vでは借地集積による
大規模経営の形成に焦点をあてながら構造変動の現局
面とその日本的特質について検討し，Vで本稿の分析
結果についてのまとめを行う。
　2010年セソサスの分析に当たって注意を要するの
は，2005年センサスからそれまでの農家以外の農業
事業体を包摂する形で組織経営体というカテゴリーが
新たに設けられたが，経営所得安定対策への対応とも
関連して急増した集落営農組織のうち，必ずしも経営
体としての内実を有しない集落営農組織も2010年セ
ンサスでは組織経営体にカウソトされたとみられるこ
とである。その分だけ，組織経営体とその経営耕地の
増加，販売農家とその経営耕地の減少が過大になって
いるとみられるからである（とくに北九州と東北）。
したがって組織経営体における大規模経営の増加の評
価にあたってはその点についての留意が必要である（4）。
　本稿ではまた農業構造の動向を専ら全国（ないしは
都府県）のレベルだけで取り上げ，地域性ないし地域
的動向についてはほとんど取り上げていないことも断
っておかなければならない。農業構造の分析にあたっ
ては地域的特徴をみることも重要であることはいうま
でもないが，今回は全国的動向で確認できるところを
みておきたいと考えてあえてそこには踏み込まなかっ
た。
1　高齢化と世代交代
　　一昭和1ケタ世代のリタイアと2ケタ世
　　代の「定年帰農」一
　1　農業従事の態様の年齢階層別変化
　農家世帯員数，農業従事者数，農業就業人口，基幹
的農業従事者数，農業経営者数を年齢階層別にならべ
てみてみると（表2－1），年齢を経るごとに自家農業
（セソサスの定義からは正確には自営農業だが，以下
では便宜的に自家農業の表現を用いる）への従事の態
様，つまり農家世帯員の自家農業との関わりが変化し
ている興味深い事実が浮かび上がってくる。
　まず，30歳未満の若年層は別として30歳以上とく
に40歳以上の男子の農家世帯員の大部分は自家農業
に従事していることである。より詳しくいえば世帯員
の自家農業従事割合は45歳以上は90％を超え，とく
に55歳以上は97～98％とその割合は極めて高い。男
子の世帯員は，家にとどまっている限りは，従事の度
合いは別として自家農業に従事しているということで
ある。
　さらに若い年齢階層では農業従事者数と農業就業人
口，基幹的農業従事者数，農業経営者数との間には大
きな乖離が生じていることがあげられる。つまり若い
男子世帯員は自家農業に従事してはいるが，農外就業
の方が主で自家農業従事は主ではないということであ
る。
　この状態は50～54歳層や55～59歳層になると大き
く変化する。この年齢階層になると，農業経営者数が
急に多くなり（なお，2005年ではもう少し若い45～
49歳から増加する。経営移譲の先送り傾向が進んで
いるとみられる），農業従事者数との差が小さくな
る。しかし農業就業人口や基幹的農業従事者数は農業
経営者数の5分の2程度にとどまっている。つまり
この年齢階層は親のリタ・イアや死亡等にともなって農
業経営権を引き継ぎ，農業従事者の大部分は農業経営
者となるが，その5分の3はなお農外就業が主の状
態にとどまっているのである。
　さらに60歳を超えると，とくに65～69歳層や70～
74歳層になると農業経営者数，基幹的農業従事者
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数，農業就業人口，農業従事者数の差が非常に小さく
なる。農外就業が定年となり農外就業をやめるか，な
いしは主でなくなり，農業従事の方が主となり，農業
経営者＝基幹的農業従事者（農業就業人口）として家
の農業を支えるようになるのである。2010年の時点
では後期高齢者に属する75～79歳層（昭和1ケタ後
半の世代）がなお現役の農業経営者＝基幹的農業従事
者として昭和10年代生まれの世代とならぶ峰を形成
していることも特筆すべき点である。なお，80歳を
超えると農業経営者数と農業就業人口，基幹的農業従
事者数とが逆転し，前者は後二者，とくに農業就業人
口を大幅に下回るようになる。この80～84歳層（昭
和1ケタ前半の世代）は農業経営者としてはリタイ
アしながらも農業には従事し続けている部分がかなり
にのぼっているのである（農業経営者の1．5倍前後の
農業就業人口，農業従事者）。この部分については農
業経営者としてのリタイア＝離農ではなく，あとつぎ
への経営継承が果たされているということでもあろ
う。さらに85歳以上になると，いずれも80～84歳層
に比較して大幅に少なくなる中で，農業従事者は農家
世帯員の約2分の1，農業経営者は農業従事者の約5
分の3となる。農業従事からのリタイアが全面的に
進むのは85歳を過ぎてからということである。
　以上のような年齢階層別農業従事の態様の変化は，
ある程度までは個人がたどるライフコース的な変化の
反映であると考えられるとすれば，家にとどまった男
子世帯員の大半は，若い間は農外就業をメイソとし，
親がリタイアした段階で経営権を譲り受けて経営主と
なるが，農外勤務が定年となるまでは農外就業を主と
し，定年になってからは農業従事主にシフトし，健康
に恵まれれば70歳代後半までは基幹的農業従事者と
して働くという軌跡をたどっていると考えることがで
きるであろう（兼業深化，高齢化の時代をくぐりなが
らの自家農業の維持）。もっともこれは高度成長期以
降の農家の大半を占めてきた恒常的勤務1兼農家の男
子世帯員に典型的にみられる就業の軌跡である。ま
た，それぞれの年齢階層の就業行動がそれぞれの時代
の状況を反映したものであるとすれば，世代が異なれ
ばそれぞれがたどる就業の軌跡も必ずしも同じとは限
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らないことも指摘しておかなければならない。
　2　昭和1ケタ世代のリタイア
　以上のことを踏まえて昭和1ケタ世代に焦点をあ
てながらリタイアの動きについてみてみよう。基幹的
農業従事者，農業就業人口について5歳きざみの年
齢階層別推移をコーホート比較でみてみると（表2－
2，農業就業人口については後掲表2－4参照），昭和1
ケタ前半世代のリタイアが進むのは1990年代後半か
らで（1990年代前半は減少はごく僅か，農業就業人
口についてはむしろ微増），その後リタイアは次第に
加速する傾向にあり，1995～2010年の15年間で基幹
的農業従事者も農業就業人口もほぼ60％減少してい
る。
　これに対し昭和1ケタ後半の世代のリタイアが明
確に進むのは1ケタ前半の世代よりも10年遅れて
2005～2010年からである。このように昭和1ケタ後
半の世代のリタイアが先延ばしされたことは注目すべ
き点である。長寿化がにわかに進んだとは考えられな
いとすれば，リタイアしようにも容易にはリタイアで
きないというあとつぎ問題等の農家内部の事情がそう
させていると考えるべきであろう。
　なお，こうしたリタイアは農業就業人口，基幹的農
業従事者の双方を通じて進んでいるが，リタイアの流
れ（減少率）は農業就業人口の方がより大きくあらわ
れている。基幹的農業従事者になっている人は，農業
に踏みとどまる傾向が強いということでもあろう。
　このように2005～2010年には農業就業人口，基幹
的農業従事者のいずれについても，小田切が2005年
セソサス分析で指摘していたように（5），後半生まれも
含めて昭和1ケタ世代のリタイアが明確に進むよう
になったことを確認できる。そしてこれまで日本農業
を支えてきた昭和1ケタ世代のこうしたリタイア
は，基幹的農業従事者，農業就業人口のリタイア→農
業経営者のリタイアとなって離農＝農家戸数減少へと
つながる流れとなっている。
　農業経営者について2005～2010年の推移をみてみ
ると（表2－3），昭和1ケタ前半世代（2005年の75～
79歳）は約8万人，45％の減少，後半世代（同70～
74歳）も約8万人，31％の減少となっている。リタ
イアの流れは農業経営者についても明確である。
　昭和1ケタ世代の農業経営者数の2005～2010年の
減少は約16万人で，2000～2005年の約31万人の減少
よりは少ないが（それは1ケタ前半世代の減少が前
期の21．8万人から8万人に低下したことによる），若
中年層での農業経営者の増加（＝補充数）が2000～
2005年よりも大きく低下しており（2000～2005年の
約5．9万人→2005～2010年の2．3万人），経営の「継承
率」が大幅に低下していることを考慮すると（6），昭和
1ケタ世代のリタイアが農家戸数の減少につながる状
況がより強まっていると考えなければならない。
　しかしなお，このように高齢化しつつも農業経営者
としてとどまっているのが昭和1ケタ後半世代では
20万人近くの規模で，前半世代も10万人の規模で存
在すること，そしてそのほとんどは基幹的農業従事者
であることも指摘しておかなければならない。この世
代が加齢にともなうリタイアの大きな流れの中にあり
ながらも，なお多くが農業経営者＝基幹的農業従事者
として農業に踏みとどまっているという事実にも注目
しておきたい。
3　昭和2ケタ世代の「定年帰農」
日本農業を支えてきたこうした昭和1ケタ世代の
表2－3年齢階層別農業経営者数（全国，販売農家，男子）
　　　　　　　　　　　　　　　（単位：1，000人）
表2－2　昭和1ケタ世代の基幹的農業従事者数（全国，販
　　　売農家，男子）　　　　　　　　（単位：1，000人）
1990199520002005 2010
1925～29年生まれ
P930～34年
303
Q14
296
Q46
254
Q55
187
Q43
115
P93
2005 2010
80歳以上 94 36
75～79歳 181 100
70～74歳 263 182
65～69歳 262 208
60～64歳 240 204
55～59歳 282 264
注：年齢は2005年の年齢
　ゴシックは1925～29年，1930～34年生まれ
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リタイア，そしてその経営の「継承」の割合も低く，
かつ低下しているという事態に対し，それに代わる担
い手は補充されているのか。そのこととかかわって注
目されるようになったのがそれに続く世代で顕著に生
じている「定年帰農」の動きである。そこで次にこの
動きについてみてみることにしたい。
　表2－4でゴシックにしたのはその年次に55～59歳
になった（つまりやがて定年を迎える）年齢階層を示
している。農業就業人口の場合，55～59歳までは微
減ないしは微増でほぼ横ばい傾向にあるが，農外就業
が定年となる60歳を超えて65～69歳層になるまでの
10年間はどの世代も明確な増加傾向を示すようにな
る。農外就業が定年となり，農業が主ないしは農業の
みに就業状態がシフトしたこと等にともなう変化であ
る。そこには，居住場所は変わらず，就業状態だけが
変化した人やUターソ就農的な居住場所の変化をと
もなう場合，1ターン就農的な人まで現実には様々な
動きが含まれていると考えられるが，ここではとりあ
えず「定年帰農」として一括りにして捉えておくこと
にしたい。
　このような55～59歳を過ぎた後の10年間に顕著に
生じている農業就業人口の増加は，例えば昭和2ケ
タの10年代前半の世代で約9．4万人，67％，10年代後
半の世代で約8万人，87％の増加である。
　このような60歳をこえてからの農業就業人口の増
加により，これら昭和10年代生まれの世代は2010年
には昭和1ケタ世代にほぼならぶような峰（かって
の峰よりはかなり低いが）を形成している。さらに
10年代生まれに続くいわゆる団塊の世代を中心とす
る昭和20年代前半生まれの世代も，2010年には低い
表2－4暗和1ケタ世代及び2ケタ世代の農業就業人口の
　　　推移（全国，販売農家，男子）　（単位：1，000人）
199019952000 20052010
1925～29年生まれ354 361 343 253 144
1930～34年 229 276311 298 220
1935～39年 142 140200 234 216
1940～44年 90 87 93 150 173
1945～49年 98 90 91 105 157
1950～54年 91 84 83 89 100
注：ゴシックは定年に最も近い年齢階層
ながらもそれに次ぐ峰を形成しつつある。
　このように昭和10年代，20年代生まれの世代（以
下便宜的に昭和2ケタ生まれと表現）における「定
年帰農」等にともなう農業就業人口の増加が，2000
年以降顕著に進んでいることが今回のセソサス結果の
一つの特徴である。そしてそれが昭和1ケタ世代の
リタイアにともなう農業就業人口の減少をある程度カ
バーしている。例えば昭和1ケタ世代の農業就業人
’口のピークの時点から10年間の減少数19．8万人に対
し，昭和10年代生まれの世代の55～59歳時から10年
後の農業就業人口の増加数は17．5万人で，前者に対す
る後者の割合は88％となっている。
　「定年帰農」に関連してここで指摘しておきたいの
は，「定年帰農」等にともなう農業就業人口の増加が
顕著なのは昭和2ケタ世代であるということ，1ケタ
世代はそれほど顕著ではなかったということである。
各世代の55～59歳層の5年後の農業就業人口の増加
率をみてみると，1ケタ後半世代の21％に対し，10年
代前半世代は43％，10年代後半は62％とさらに大き
くなり，20年代前半世代も49％と高い（これは10年
後までの増加率をとっても一20年代前半生まれはま
だとれないが一ほぼ同じ傾向である）。
　ここには農外での就業機会が高度経済成長によって
拡大する前に労働力年齢になった世代と，拡大してか
ら労働力年齢になった世代との差が反映していると考
えるべきであろう。
　同時に，一度は農外就業にシフトした昭和2ケタ
世代も，やがて定年を迎えてからは農業に回帰し，自
家農業との関わりを強めているという事実にも注目す
べきであろう。定年後加齢によりリタイアするまでの
15～20年間という短期間ながらも，いわばショート
リリーフとして自家農業を支え，ムラの一員としてム
ラを現に支えているのがこの世代である。集落営農を
運営面，労働力面で支えている人たちには「定年帰農」
したこの世代が多いことは各種の集落営農の実態調査
報告等からも指摘されているところである。日本農業
の今後の多様なあり方を考えていく上で，昭和2ケ
タ世代のこうした面での今後の動向が重要な論点とな
ろう。さらにいえば，このように高齢となっても自家
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農業に従事し現役で活躍していることは，高齢化が進
む日本社会に対してその最先端にある農家・農村が，
高齢者の活躍のモデルを提示するものとしてポジティ
ブにとらえ，評価することができるのではないか。
　「定年帰農」に関してもう一つ指摘しておかなけれ
ばならないのは，それが女子世帯員にはみられず，男
子世帯員に特有の動きであるということである。そこ
には当然，男子世帯員と女子世帯員との間にみられる
農外就業と自家農業への関わり方の差異が関連してい
る。男子は前掲表2－1にみられるように定年以前の
年齢階層では農業従事者数と農業就業人口との差が極
めて大きく一55～59歳層では前者は後者の約3倍，
45～49歳層，50～54歳層では約4倍一，農業が主の
農業就業人口は農業従事者のごく一部にしか過ぎない。
　これに対し女子は両者の差が男子ほど大きくはな
く，定年以前の年齢階層でも農業を主にする農業従事
の傾向がより強い。そうしたこともあいまって女子の
場合は定年となる年齢を過ぎても男子のような就業状
態の大きな変化は生じない。
　他方，男子の場合は定年を契機としてそれまで弱か
った自家農業への関与を強め，農業を主にした就業状
態へと変化することになる。
　このことは，ある意味では男子世帯員と女子世帯員
とでの自家農業に対する役割分担が定年ということを
境にして変化するというようにも解釈できるように思
われる。
　4　兼業深化，高齢化と離農の増加
　これまで本章では日本農業を支えてきた昭和1ケ
タ世代の高齢化にともなうリタイアの動きなどについ
てみてきた。それが，現在まさに進行しつつある農業
構造変動とも深く関連していることに着目してのこと
である。以下では次章につなぐ意味も込めてこうした
高齢化・リタイアと離農についてもう少し補足してお
きたい。
　高度経済成長期に入って進んだ農家労働力の農外就
業の拡大は，工業立地の地方への波及とともに転出か
ら在宅通勤にその主流が転換し，総兼業化の波が日本
の農家をとらえた。その象徴が世帯主恒常的勤務皿兼
農家で，1兼農家の割合が全国で70％にまで上昇す
る中で，この世帯主が農外で恒常的に勤務する1［1兼農
家の割合も1980年代には40％近くにまで膨らんだ。
しかしこうした兼業の拡大，深化の動きは1990年代
に入って後退局面へと転換した（販売農家でみると，
皿兼農家割合は1995年の65％から2010年の59％へ，
世帯主恒常的勤務皿兼農家割合も1995年の38％から
2005年27％へ）。そしてそれは，兼業化，農外就業の
深化の波頭にたってきた人たちの高齢化や1世代世
帯の増加等の家族形態の変化と深く関わっている。
　それを象徴的に示しているのが，男子生産年齢人口
のいない専業農家（高齢専業農家）割合の急速な増加
である（1995年7％→2010年16％）。この高齢専業農
家の増加は，あとつぎ層が他出している兼業農家の世
帯主の定年等にともなう兼業主から農業主への就業状
態異動によるものである。いわば兼業農家の「高齢化」
の果ての「専業農家化」とでもいうべきものである。
　こうした高齢専業農家の増加は，兼業に従事してい
た世帯主の「高齢化」にともなう農外勤務からのリタ
イア，農業従事（農業主）への異動によって生じた変
化であるという点で，世帯主農業主皿兼農家等の増加
と同じ動きであり，その農家の他の世帯員の中に農外
に勤務する世帯員がいるか否かによって，高齢専業農
家になるか，世帯主農業主1［兼農家になるかに分かれ
たのである（世帯主農業主皿兼は1995～2005年に8
％から15％に増加）。つまり農家の世帯員構成，世代
構成の相違によって生じた分岐である⑦。
　1990年代以降のこうした変化が，まさにさきにみ
た昭和1ケタ世代とそれに続く2ケタ世代の「定年
帰農」の動きと照応するものであることは言うまでも
ない。同時にまた1990年代後半から2000年代にかけ
て先延ばしにされながらも進んできた昭和1ケタ世
代のリタ・イアがそれと並行していた。この間急速に増
加している高齢専業農家もこうしたリタイアとともに
離農に向かうことになろう。r高齢農業の時代」⑧にお
けるリタイア（離農）と補充（「定年帰農」）の同時進
行である。こうした流れの中で離農，戸数減少が加速
していく。
　離農加速の流れは構造動態統計からも確認できる。
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構造動態統計によれば都府県の販売農家の離農率（な
お，2005→2010は土地持ち非農家への移行部分の割
合）は1995→2000年の7．4％からアップして2000→
2005年9．6％，2005→2010年10．0％と高率であり（総
農家の離農率は1995→2000年12．5％，2000→2005年
14．4％），高齢専業農家の多くもこれに含まれている
と思われる自給的農家や副業的農家の離農率はさらに
高くなっている（自給的農…家で2000→2005年28．7％，
副業的農家で2000→2005年13．6％，2005→2010年
13．4％）。
表3－1フランスの農業経営数と農用地面積の推移
　　　　　　　　　（単位：1，000経営，1，000ha）
皿　農家戸数減少の歴史的検討
　　一農家戸数（農…業経営数）の長期的推移
　　の日仏比較を手がかりに一
　前章でみたように昭和1ケタ世代のリタイアとも
あいまって離農，農家戸数減少は加速傾向にある。本
章ではこの農家戸数減少が農業構造変動にとってもつ
意味を，欧米諸国の動向とも比較しながら日本農業の
少し長い歴史的スパソの中に位置づけて考えてみるこ
とにしたい。
　表3－1をご覧いただきたい（9）。ここでフラソスを
取り上げたのは，旧大陸型農業の代表的な国であると
ともに，19世紀末から20世紀初頭にかけては農業経
営数が5百数十万と日本とほぼ同じであったが，そ
の後の推移が大きく異なっており，両者の比較を通じ
て日本の推移の際だった特徴を浮かび上がらせること
ができると考えたからである。
　もちろん，農業経営数の長期的推移，農業構造の変
化については欧米諸国の中でも多様である。例えば，
19世紀には近代的地主，借地農業資本家と農業労働
者とからなる三分割制の資本制農業が成立していたイ
ギリス，とくにイングランド，ウェールズでは19世
紀の半ば以降1世紀余りの間，農業経営数の減少は
比較的緩やかで大きな変化はみられなかった（10）。開
拓社会でもあったアメリカ合衆国では開拓が続いてい
た20世紀初頭までは農場数は増加しており，その後
1940年代に入ってから農場数が急速に減少してい
る（11）。これに対し旧大陸型農業の代表国ともいえる
フラソスでは，イギリスに次いで産業革命を達成し，
農業経営数 農用地面積
1882 5，672 34，883
92 5，703 34，720
1908 5，505
29 3，966 39，889
42 2，455 34，717
55 2，286 32，426
63 1，900 32，193
75 1，331 29，470
88 1，017 28，596
減少率（％）
1988／1892 82．2 17．6
1963／1892 66．7 7．3
1942／1892 57．0 0．0
注：是永［1992コによる。
先進資本主義国であるとともに農業大国でもあり，パ
リ盆地など一部で資本主義的な大経営が一定の比重を
占めていたが，概していえばイギリスとは異なって小
農＝家族農業経営が支配的であった。こうしたフラソ
スを取り上げ，農家戸数（農業経営数）変化の長期的
推i移の日仏比較を通じて農家戸数変化の歴史的意味を
考えてみることにしたい。
　19世紀末にピークに達したフラソスの農業経営数
（1892年約570万経営）は，20世紀に入ると零細経営
層の減少を中心に明確な減少傾向を示すようになる。
その傾向は第］1次大戦後の20世紀後半さらに加速す
る。こうして19世紀末から20世紀末までの約1世紀
問に農業経営数は5分の1以下に減少する。
　この間農用地面積は20世紀の後半に入って減少傾
向を示すが農業経営数の減少はそれを大幅に上回って
おり，平均農用地面積は1892年の6．1haから1988年
の28．1haへと実に4．6倍にも拡大し，50～100　ha，
100ha以上層が支配的な農業構造となってきてい
る。こうしてフランスでは19世紀末からの1世紀間
に農業経営数の顕著な減少とともに農業構造も目覚ま
しい変化をとげてきた（12）。
　日本の動向はこうしたフランスの動向とは極めて対
照的である（表3－2）。まず第1に，明治末，20世紀
初頭から1960年頃まで農家戸数は約550万戸の水準を
維持していて目立った変化がほとんどなかったことで
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表3－2　日本の農家戸数と経営耕地面積の推移
　　　　　　　　　（単位：1，000戸，1，000ha）
全
?
都　府
?
農家戸数 耕地面積 農家戸数 耕地面積
1904 5，417 5，295 5，3204，967
10 5，417 5，6535，266 5，114
15 5，451 5，859 5，278 5，176
25 5，549 6，067 5，377 5，281
35 5，611 6，059 5，410 5，100
41 5，499 5，868 5β13 4，951
50 6，176 5，091 5，9304β53
60 6，057 5，324 5，823 4，497
70 5，402 5，1565，236 4，266
80 4，661 4，706 4，542 3，737
90 3β35 4，361 3，739 3，330
2000 3，120 3，884 3，050 2，887
10 2，528 3，354 2，477 2，411
販売農家
1990 2，970 4，199 2，8843，168
2000 2，337 3，734 2，2742，739
10 1，631 3，191 1，587 2，250
注：農林水産省統計情報部『農業センサス累年統計書（明治
　37年～平成12年）』（2003年），及び2010年センサスより
ある（13）。なお，第皿次大戦後の一時期農家戸数が1
割強，約68万戸増加するが，これは敗戦にともなう
復員や食糧難等の事態のもとでの戦後開拓や一時的帰
農等によるものである。
　20世紀初頭には産業革命を達成し，遅ればせなが
らも世界の資本主義諸国の仲間入りを果たし，農家労
働力が農外の労働市場に組み込まれるようになったに
もかかわらず，農家戸数についてはその後半世紀にわ
たってほとんど変化がなかったわけである。この点
は，周知のようにかって横井時敬が農地面積約600万
町歩，農業就業人口約1，400万人とともに戦前期日本
農業の不変性を示す「三大数字」であるとしていたも
のでもある（14）。日本と同じように19世紀末に約570
万という経営数を有したフラソスが前述のように20
世紀に入ると経営数の減少傾向をはっきりと示すよう
になったのとは鋭い対照をなすものである。
　では，550万戸という戸数規模がほとんど変化しな
かったことの意味は何か。この点については並木など
が明らかにしている通りであるが（15），そのポイソト
は，戦前期の農家人口の流出には，非あとつぎ要員
（次三男，女子等）の離村的流出とあとつぎ要員の出
稼ぎ的・通勤的・兼業的流出との二つのタイプに分け
られること，長期的にみれば，農家人口の自然増部分
は家の外に流出させてきたが，あとつぎ要員は流出し
たとしても一時的な流出にとどまり，農家戸数の減少
につながるような流出は極めて少なかったということ
である。
　その結果，この間の非農業部門の就業人口の増加
（1872～1955年の80年余で約2千万人）の多くが農家
人口の流出によって占められながらも，農業就業人口
約1，400万人，農家戸数約550万戸の水準が維持され
てきたのである。
　ここで注目しておきたいのは，戦前期において農家
人口の自然増部分をともかく農外に吸収しうる程度の
農外就業場面の拡大があったということである（その
内実は時代や部門によってかなり相違があったことも
無視できないが）。その点は，農家人口の自然増のか
なりの部分が農村人口の増加＝農村での過剰人口の滞
留につながっている地域がアジアでは少なからずみら
れたのとはかなり対照的である。
　しかし，その農外の雇用吸収力はあとつぎ要員の離
村的流出をもたらすほどのものではなかったことも指
摘しておかなければならない（農家戸数の「減少を可
能とするような高賃金での需要の欠如」（16）。後の高度
経済成長期以降との対比でいえば農外からのプルの限
界）。
　そのことともかかわってもう一つ我々が注目してお
きたいのは，次三男，女子は家の外に流出させるが，
あとつぎは最終的には家のあとつぎとして残す（流出
したとしても一時的なものにとどめさせる）という形
での，いわば「イエ」維持機能がそこで強く働いてい
たと考えられることである（17）。そうした「イエ」維
持機能が働いていたために前述した農外の雇用吸収力
の限界ともあいまって農家戸数が一定水準で維持され
てきたのである（18）。
　農家戸数だけでなく経営耕地面積についても戦前期
には変化は少なかった（全国で約600万ha，都府県で
約500万ha）。したがって1戸当たり面積も約1haの
水準で大きくは変化しなかった。なお第1次大戦後前
述のように戸数は増加したが経営耕地面積は逆に大幅
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に減少し，1戸当たり面積はかなり縮小する（全国で
1941年1．07ha→1947年0．85　ha，都府県で0．95　ha→
0．75ha）。
　しかしこうした農家戸数や経営耕地面積，農業就業
人口の「不変性」は高度経済成長期に入って大きく崩
れることになる。高度経済成長にともなう農外の就業
機会の大幅な拡大が農家存続の根幹にかかわる農家の
あとつぎ層をもついにとらえ，その酒々たる農外流出
の流れをもたらしたからである。
　その新しい流れをいち早くとらえたのは並木であっ
た。彼はそこから，あとつぎの流出→農業人口の補充
率の低下→農家戸数の減少→経営規模の拡大という農
業構造の変化につながる新しい動きを読み取ろうとし
た（19）。
　しかし現実の事態は彼の期待通りには進まなかっ
た。その理由としてはさしあたり次の二つのことがあ
げられる。一つは，あとつぎの就農パターンの主流が
新規学卒就農から，一度他出＝農外就業を経た上での
就農＝いわゆるUターン就農に変化してきたことで
ある。あとつぎが他出したとしても，それが必ずしも
経営の非継承＝離農につながるとは限らなくなったの
である。
　もう一つは商工業立地の地方への分散＝兼業機会の
農村部への拡大にともなう在宅通勤兼業の一般化であ
る。あとつぎや経営主までも巻き込んでの農外就業の
広がりが必ずしもストレートには離農＝農家戸数の減
少にはつながらないという事態である。商工業立地の
地方分散，農地転用の広がりが農地価格の高騰をもた
らし，農地の家産意識を高めたこともそのことに拍車
をかけた。事実，1980年代半ばまでは農業就業人口
の減少率と農家戸数の減少率とにはかなり大きな乖離
があった。我々は，そこに農家維持機能が戦前期とは
形を変えながらも，またかなり弱まりながらもなお働
いていたことを読み取ることができるのではない
か（20）。．
　農家人口の農外就業へのシフト，農業就業人口の減
少にもかかわらず農家戸数の減少がそれほど進まない
ことに関連して，1975年セソサスの分析から中安
は，昭和1ケタ生まれの世代の存在と，その特別な
役割に注目した（21）。この世代は，第］1次世界大戦に
招集され多くの戦死者を出した大正生まれの世代と，
高度経済成長によって農外の就業機会が開かれてから
労働力年齢となった昭和2ケタ以降の生まれの世代
とのいわば狭間の世代であり，そうした特別の歴史的
ポジションのために農業にとどまり戦後の日本農業を
支える役割を担ってきたからである。事実この世代が
農業就業人口においても特別に高い山を形成している
ことは周知の通りである。そして中安はこの昭和1
ケタ世代のリタイアとともに農家戸数の減少が進むと
展望した。
　しかし，ここでも現実の事態は中安が展望したよう
には進まなかった。昭和1ケタ世代のリタイアが予
想通りには進まず，先延ばしされてきたからである。
それには，世界でもトップクラスになっている長寿化
による面とともに，リタイアしたくてもリタイアでき
ないという農家の内部事情による面の両方が影響して
いる。とはいえ，リタイアをいつまでも先延ばしでき
るわけではなく，現実に昭和1ケタ前半の世代のリ
タイアは既にかなり進み，1ケタ後半の世代も少し遅
れてではあるが進みつつあることは皿でみた通りであ
る。
　こうした面をともないながらも前掲表3－2にも示
されているように農家戸数は高度経済成長期以降減少
に転じ，とくに1980年代半ば以降加速しつつある。
減少に転じてからの減少テソポは，1960～2010年の
50年間で約5分の2への減少，減少が加速した後の
ここ20年間は3分の2への減少，とくに販売農家に
ついてはほぼ半減である。これはフランスと比較して
もそれほど差がない減少テソポである（フラソスは
1892年からの50年間で約5分2への減少，70年間で
3分の1への減少）。
　戸数不変に高度経済成長期以前の日本農業の大きな
特徴があったとすれば，高度経済成長期に入った
1960年代以降の減少は日本農業の歴史にとっては特
筆すべき事態である。さらに近年は減少が加速してお
り，ここ20年間の減少率が際立って高くなっている
ことも歴史的にみれば極めて注目すべき事態である。
　フランスとの比較で戸数減少と構造変動との関わり
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について考えるときにみておかなければならないの
は，面積規模別の階層構成とその変化のあり方の相違
である。フランスの場合は，19世紀においても表3－3
のように面積規模別階層が最下層の1ha未満から100
ha以上層まで非常に広範囲に広がっている。そこで
の階層構成も，経営数がピークをなす1892年でみる
と，平均規模の約6haを下回る1ha未満層と1～5
ha層の2階層に71％が集中しつつも40　ha以上の3
っの階層に2．4％，10～40haの3つの階層に12．6％
というように上位の階層も一定の厚みをもって分布し
ている。
　これに対し日本の場合は，表3－4のように最下層
の0．3ha未満（ないし0．5　ha未満）から5ha以上層
までの非常に狭い範囲の分布である。1908年の階層
構成では平均規模約1haの前後の下位3階層に91％
が集中している。フランスと比較して零細であるだけ
でなく，その零細層が圧倒的比重を占め，規模格差の
小さい階層構成となっているのが特徴である。そして
それは，東日本と西日本，平場と山村との差異などを
含みながらのムラの農家の構成の実態でもあった。
　こうした構成は，前述のように農家戸数に大きな変
化がなかったこともあって戦前期には大きな変化がな
表3－3　フラソスの農業経営の規模別階層構成
（単位：1，000経営，％）
2235
　39
　39
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　26
　26
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1
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1
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??????????????????????
54
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98．4
52
0．9
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??9
33
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32
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44
注：是永［1992］による
　　各年次上段は経営数，中段，下段は経営数全体に対する割合及びその累積値
表3－4　日本の農家の規模別階層構成（都府県）
（単位：％）
0．3ha未満0，3～0．5 0．5～1．01～2 2～3　　3～5　　5ha以上
1908 38．1 33．3 19．6 5．8　　　　　　　　2．4　　　　　　　　0．8
1925 35．9 34．7 21．7 5，6　　　　　　　　1．8　　　　　　　　0．4
1935 34．6 35．2 22．9 5．5　　　　　　　　　1．5　　　　　　　　　0．2
1950 24．2 17．4 32．9 22．1 3．0　　　　　　　　0．4　　　　　　　　0．0
1960 22．0 17．0 32．7 24．1 3，4　　　　　　　　0．6　　　　　　　　0．0
1990 23．9 17．8 28．0 20．9 6．0　　　　　　　　2．7　　　　　　　　0．7
2010 36．9 12．9 22．3 16．7 5．4　　　　　　　　3．5　　　　　　　　23
戸数減少率 （％）
2010／1960 28．8 67．7 71．0 70．6 33ユ　　　　　ー149．6　　　　－3745．6
1990／1960 30．2 33．0 45．0 44．3 一11．3　　　　　－190．4　　　　－1660．0
2010／1990 一2．0 51．8 47．2 47．2 39．9　　　　　　　14．0　　　　　－118．5
注：農林水産省統計情報部『農業センサス累年統計書（明治37年～平成12年）』（2003年），及び2010年セ
　　ンサスより。戸数減少率で（一）マイナスのところは増加率を示す
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かった。その中で，最上層の5ha以上層は3～5ha
層とともに戦前期は一貫して減少する傾向にあり（5
ha以上層は1908年の41，642戸から1941年の7，056戸
へ），最下層の0．5ha未満層もほぼ一貫して減少して
いたのに対し，中間の1～2ha層，　O．5～1ha層は逆
に漸増傾向にあった。いわゆる中農標準化傾向であ
る（22）。さらに第1次大戦後は戦時・戦後の諸事情の
もとで前述のように農家戸数は増加したのに対し経営
耕地面積は大幅に減少したために平均規模がかなり縮
小するとともに，農地改革の影響もあって5ha以上，
3～5haの上位階層はさらに一段と減少した（1950年
5ha以上層815戸，3～5　ha層26，463戸）。こうして第
皿次世界大戦後の日本農業は20世紀前半の戦前期よ
りも規模がさらに縮小した構i成から出発することにな
った。
　こうした階層構成の特質は農家戸数減少にともなう
その後の構造変動のあり方にも大きな影響を及ぼすこ
とになる。それをフランスとの比較で見ると，日本の
特徴が際立ってあらわれる。フラソスでは1892年か
ら50年後の1942年には経営数が約5分の2に減少す
る中で1ha未満が10分の1に，1～5　ha層が3分の1
近くに激減する一方，20～50ha層の構成割合16％，
50ha以上層4．2％と上位の階層の広がりと厚みがより
増大する構成に変化している（前掲表3－3）。平均規
模も2倍強（6ha→14　ha）に拡大している。
　日本でも農家戸数が減少に転じて50年を経過した
2010年に農家戸数は総農家でも約5分の2に減少し
ているのに対し，平均規模は都府県では0．77haから
0．97haへ，26％拡大したに過ぎない（なお，販売農
家はこの20年間に都府県で約1．1haから1．4　haへ1，3
倍に拡大）。その主な要因は大量の農地の非農業用途
への転用，1980年代後半からは耕作放棄の多発がそ
れに加わった経営耕地面積の減少である（この50年
間に全国で37％，都府県で46％の減少）。
　これに対し，フラソスでは1892年からの50年間に
は農用地面積の減少がほとんどなかった点でも対照的
である一それ故経営数の減少がそっくり平均耕地面積
の拡大につながる一。
　階層別の戸数変化を見ると，特徴的なのは，1960
年には全体の96％と圧倒的多数を占めていた2ha以
下の階層のうち0．3～O．5　ha，0．5～1ha，1～2haの階
層はこの50年間でそれぞれ3分の1に激減したが
（なお，最下層の0．3ha未満層（自給的農家）の減少
は29％にとどまっているが，これは近年の0．3ha以上
層の経営縮小，自給的農家への移行の増加によるとこ
ろが大きい），それでもなお2ha以下の階層が総農家
全体の90％近くを占めていて依然として都府県の農
家の大部分を構成していることである。他方，2ha
以上の階層も5ha以上層を除いて途中から減少に転
じ（2～3ha層は1970年以降，3～4　ha層は1995年以
降，4～5ha層も2000年以降減少へ），2000年以降は
5ha以上層だけが増加するという状況であるが，そ
の5ha以上層は戸数としては2010年でも総農家の2．3
％を占めているに過ぎない。
　このように農家戸数が減少に転じた1960年以降の
50年間で戸数が5分の2に減じ，なかでも従来から
の中心的階層が3分の1に減少するという日本農業
としてはかってないような農業構造の歴史的な変動が
生じつつある。しかしそれでもなお戸数割合では，2
ha以下の零細層が大部分を占め，5ha以上層の割合
は依然として小さく，平均規模の拡大も僅かで零細経
営が支配的な構造にとどまっている。
】V　大規模経営の展開とその特質
　1　経営耕地縮小下の戸数減少
　以上のように1960年代以降農家戸数が減少に転
じ，近年それが加速する傾向にあるが，それでもなお
大規模経営の増加，構造変動の動きは，とくに農家の
レベルでみる限りでは緩慢である。その点について
は，さきにフラソスとの比較で検討したように，零細
層が圧倒的割合を占め，かつ規模格差も小さいという
これまでの階層構成のあり方とともに，この間経営耕
地面積の減少が戸数減少と並行して進んだことが影響
している。そこで以下では後者の点についてもう少し
立ち入って検討を加えておくことにしたい。
　経営耕地面積の減少が緩やかで戸数減少が大きけれ
ば，残った農家の規模拡大も進みやすくなる。逆に経
営耕地面積の減少が大きければ，それだけ戸数減少の
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表4－1戸数減少率と経営耕地面積減少率（都府県）
　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
戸数
ｸ少率
iA）
経営耕地
ﾊ積減少率
@（B）
ポイソト差
iA）一（B）
総農家 1980／196022．0 16．9 5．1
2000／198032．8 22．7 10．1
2000／199018．4 13．3 5．1
2010／200018．8 16．5 2．3
2010／200511．2 8．7 2．5
販売農家 2000／1ggo21．2 13．5 7．7
2010／200030．2 17．9 123
2010／200517．0 9．3 7．7
農業経営体 2010／200516．5 2．2 14．3
経営規模拡大効果は減殺され，経営規模の拡大はすす
みにくくなる。表4－1は，この点の検討のために都
府県のこの間の戸数と経営耕地面積の減少率を比較し
たものである。
　総農家についてみると，いずれの時期も戸数の減少
率の方が大きいが，経営耕地面積の減少率もかなり大
きく，それだけ両者の差は小さくなり戸数減少の規模
拡大効果が減殺されていることがうかがえる。その中
で，1980～2000年には戸数減少加速で，その前の時
期よりも戸数減少率と経営耕地面積減少率の差が大き
くなったこと（その限りでは経営規模拡大の可能性は
大きくなる），しかしここ20年間の10年毎の比較では
2000～2010年にはその差が5．1ポイソトから2．3ポイ
ソトと小さくなっていること等が指摘される。戸数減
少率が大きくなっているが，経営耕地面積減少率も大
きくなっているために戸数減少が経営規模拡大に有効
につながりにくい状況となっていることがみてとれよ
う。
　販売農家については経営耕地面積の減少率も大きい
が，戸数の減少率がより大きくなっているために両者
のポイソト差が総農家の場合よりもかなり大きくなっ
ていること，その傾向は1990～2000年よりも2000～
2010年でより強くあらわれている。
　なお，2005～2010年の総農家および販売農家の戸
数減少率と経営耕地面積減少率の高まりは，さきに指
摘したように経営所得安定対策への対応がらみでの，
経営体としての実質が伴わないような集落営農までも
組織経営体にカウソトされたことによるところが少な
くない。そこで2005～2010年については販売農家と
組織経営体の両方を含む農業経営体も取り上げてみて
みると，販売農家の集落営農（組織経営体）への移行
にともなう経営耕地面積の減少分が組織経営体の経営
耕地面積の増加によって相殺される形になるため全体
の経営耕地面積の減少は僅かとなる（23）。そのため経
営数の減少率と経営耕地面積の減少率との差も大幅に
拡大している（14．3ポイソト）。それだけ構造変動の
可能性が膨らんだと評価することができよう（24）。
　離農や規模縮小によって手放された耕地は，耕作放
棄や農外用途への転用がなければ，残って農業を継続
している農家（あるいは新たに参入した経営）の規模
拡大につながるはずのものである。表4－2はこの点
を具体的に検討するために経営耕地規模階層別に経営
耕地を減少させた階層の減少面積と増加させた階層の
増加面積とを比較したものである。これによれば，い
ずれの時期においても経営耕地を増加させた階層の増
加面積は，経営耕地を縮小させた階層の減少面積の
30％前後にしかすぎない。離農や規模縮小で手放さ
れた耕地の大部分が経営規模拡大にはつながらずに耕
作放棄や農地転用に向かっているのである。
　もちろん，この点については少なからず地域差があ
り，平場では戸数減少が経営規模拡大につながること
が多いが，受け手が弱体な中山間地域や都市近郊では
耕作放棄や転用につながることが多いことはこれまで
も多くの論者が指摘している通りである（25）。
　組織経営体も含んだ農業経営体（2005～2010年）
については，この面でもかなり異なった動向を示して
いる。農業経営体の場合は，さきにみたように総農家
や販売農家の場合とは異なって経営耕地面積の減少が
僅かなものにとどまったために，減少階層の減少面積
の大部分が増加階層の経営耕地面積増加，経営規模拡
大につながったのである。
　このことは，農業にとって最も基本的な生産手段で
ある農地が維持されていれば，戸数減少が経営規模拡
大，構造変動につながるが，農地が縮小しているもと
では戸数減少の経営規模拡大効果がそれだけ減殺さ
れ，構造変動が抑制されるということをあらためて確
認させるものといえよう。
一101一
明治大学農学部研究報告　第62巻一第4号（2013）
表4－2　経営耕地減少階層の減少面積と経営耕地増加階層の増加面積の比較（都府県）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：1，000ha，％）
囎謙聯謙靱騨体 （B）／（A）@（％） （備考）o営耕地面積の搆ｸ分岐階層
総農家 1960～1980 760　　　　　　　　　　　1126　　　　　　　　　　　355 31．6 1．5～2ha
1980～2000 850　　　　　　　　　　　1173　　　　　　　　　　　323 27．6 2～3ha
2000～2010418　　　　　　　　　　　　591　　　　　　　　　　　173 29．2 3～5ha
販売農家 2000～2010489　　　　　　　　　　　　661　　　　　　　　　　　173 26．1 3～5ha
2005～2010230　　　　　　　　　　　　322　　　　　　　　　　　　91 28．4 4～5ha
農業経営体 2005～2010 57　　　　　　　　　　　　320　　　　　　　　　　　262 82．0 3～4ha
　その点で2005～2010年（農業経営体）の動向は，
それまでとはかなり異なった面を示すこととなった。
それまでは，いわば耕地減少＝資源縮小下での構造変
動であり（26），それ故構造変動は緩慢なものにとどま
らざるをえなかった。これに対し，2005～2010年
（農業経営体）は耕地減少が小幅なものにとどまるこ
とによって本格的な構造変動に向かう動きが強まって
きた（27）。そしてそれは，大規模経営における組織経
営体の比重が大きくなってきたことと関係している。
この点は節をあらためてみてみることにしよう。
　2　大規模経営形成の現段階
　昭和1ケタ世代のリタイアと農家戸数減少の加速
とともに大規模経営の形成も従来の水準をこえて進
み，農業構造が大きく動きつつあることを示したの
が，今次2010年セソサスの特徴の一つである。この
大規模経営の増加，農地集積の動きは販売農家につい
ても着実に進んでいる（表4－3）。
　例えば，2005～2010年の増加では5～10ha層で9
％，10～20ha層で30％，20～30　ha層47％，30　ha
以上の各層は50％を超えるというように規模が大き
くなるほど増加率も大きくなるとともに，2010年に
は10～20ha層ではその数が1万をこえ，20　ha以上
層でも3千近い戸数となった。とはいえ，これら大
規模経営の販売農家全体に占める割合は，経営耕地面
積シェアでも20ha以上層3．7％，30　ha以上層1．6％，
50ha以上層0．5％というように未だ微少なシェアしか
占めていない。
　これに対し，2005年セソサスから新たに採用され
ることになった組織経営体のこの間の伸張は著しく，
とくに大規模経営においては組織経営体の比重が一段
と高くなった。すなわち，30～50haでは組織経営体
が約4分の3を，50ha以上では90％近くを占め，30
ha以上の大規模経営では組織経営体が圧倒的位置を
占めるようになった（表4－4）。2005年には販売農家
の方が多かった20～30ha層も2010年には組織経営体
が過半を占めるようになった。
　この組織経営体もふくめてみたとき，さきに販売農
家についてみた大規模経営の展開の様相はかなり変わ
ってくる。まず経営数についても2005～2010年で20
ha以上の各層はいずれも2倍前後増加し，2010年に
は20～30haで約4千（農業経営体数全体に対する割
合は0．2％），30～50haで約2．5千（同0．16％），50　ha
以上層でも1．5千近く（同0．1％）に達し，従来の水準
からみれば格段に大規模な20ha以上層が合計で約8
千（同0．5％）にまで増加した。
　さらに経営耕地面積シェアでみると，30ha以上層
では2005年から5ポイソトあまりアップして10％近
くのシェアに，10ha以上層では2005年の11％から約
2倍の20％に，さらに5ha以上層では21％から32％
のシェアに大幅アップしている。このように大規模経
営はその面積シェアを大きく増加させ，日本農業全体
においては未だマイナーな位置しか占めていなかった
これまでの状況が大きく変わりつつあることが分か
る。
　このような大規模経営の急増の大きな要因として
は，この間の集落営農の増加と経営所得安定対策がら
みの集落営農の経営体化の追求を背景とした組織経営
体の急増とそれが大規模経営において圧倒的比重を占
めるようになったことがあげられる。この他，こうし
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表4－3大規模経営の規模別戸数と経営耕地面積シェア（都府県，販売農家）
5～10ha　10～20　ha　20～30　ha　30～50　ha　50　ha以上5 以上計
戸数 2005（A）
Q010（B）
揄ﾁ率（BIA，％）
39，577　　　　　　8，985　　　　　　　1，306　　　　　　　　450　　　　　　　　106
S3，259　　　　　11，676　　　　　　　1，921　　　　　　　　701　　　　　　　　166
@　　　9　　　　　　　　　30　　　　　　　　　47　　　　　　　　　56　　　　　　　　　57
5 ，424
T7，723
@　　14
経営耕地面積
Vェア（％）
2005
Q010
10．5　　　　　　　　4，7　　　　　　　　　1．2　　　　　　　　0．7　　　　　　　　　0．3
P2。8　　　　　　　　　6．8　　　　　　　　　2．0　　　　　　　　　1．1　　　　　　　　　0．5
17．4
Q3．3
表4－4大規模経営の規模別経営数と経営耕地面積シェア（都府県，組織経営体，農業経営体）
5～10ha10～20ha　20～30　ha　30～50　ha　50　ha以上　　5ha以上計
経営数　　組織経営体
@　　　　農業経営体
2005
Q010
Q005
Q010
1，519
Q，273
S1，098
S5，543
1，554　　　　　　　　764　　　　　　　　600　　　　　　　　512　　　　　　　　4，949
Q，629　　　　　　　2，012　　　　　　　1，860　　　　　　　1，312　　　　　　　10，086
P0，536　　　　　　　2，069　　　　　　　1，050　　　　　　　　　618　　　　　　　55，371
P4，295　　　　　　3，931　　　　　　2，561　　　　　　　1，478　　　　　　67，808
農業経営体に占める組
D経営体の割合（％）
2005
Q010
3．7
T．0
14．7　　　　　　　　36．9　　　　　　　　57．1　　　　　　　　82．8　　　　　　　　　8．9
P8．4　　　　　　　　51．2　　　　　　　　72．6　　　　　　　　88．8　　　　　　　　　14．9
経営耕地面積のシェア
i農業経営体，％）
2005
Q010
10．3
P1．9
5．3　　　　　　　　　1．9　　　　　　　　1．5　　　　　　　　　2．4　　　　　　　　　21．4
V．4　　　　　　　　　3．7　　　　　　　　3．7　　　　　　　　　5．4　　　　　　　　　32．1
注：経営耕地面積のシェアは，農業経営体全体の耕地面積に対する各規模階層の経営耕地面積の割合
た大規模経営の増加に示されるような農業構造が大き
く動きつつある背景としてここでは次の二つの要因を
指摘しておきたい。一つは，さきにみた昭和1ケタ
世代のリタイア等による農業の廃止＝離農の多発（＝
農家戸数減少の加速）であり，そのことによって規模
の拡大をめざす経営にとって農地集積が容易になった
ことである。かってはなかなか動かなかった農地が
「動く」状況が農村現場に広がって来つつあるのであ
る（28）。
　もう一つは，こうした大面積の耕作を可能とするよ
うな大型機械化体系の確立等の生産力の発展である。
水田作における中大型トラクター，動力田植機，自脱
型コンバイソ等の大型機械化体系は1980年代にはほ
ぼ確立され，面積拡大とともに大型化や複数台の組み
合わせ等で家族労働力でも20～30ha規模は耕作可能
な生産力が形成されている。生産調整が必須とされる
場合や労働力の年間就業を可能とするために水稲作と
野菜作等の集約作物とを組み合わせる場合等で具体的
には様々であるが，家族労働力を基本とする場合でも
（部分的には雇用労働力を導入することがあるとして
も）20～30ha程度まで，水稲作主体や2世代労働力
が就業する場合などは30haを超えてでも耕作可能な
生産力が形成されてきている。
　なお，営農類型別経営統計（2009年）によれば，
10a当たりの経営費は水田作規模15　ha当たりで下げ
止まりとなり，それ以上はほぼ一定というL字型の
カーブとなっている（29）。転作実施率が仮に30％とす
れば，経営面積21～22ha規模でないと下げ止まりに
ならないということ，つまりコスト引き下げのために
もその程度までの規模拡大が必要だということであ
る。家族経営で可能な20～30ha程度までの規模拡大
は生産力的にも合理性があるということである（30）。
　以上にみたように農業構造が大きく動きつつあり，
組織経営体を中心に大規模経営がその面積シェアを顕
著に増加させているが，こうした大規模経営の対極に
0．5ha未満層や0．5～1ha層，1～2ha層等の零細経
営が前章でみたように戸数ではなお圧倒的多数を占め
ている（前掲表3－4）。
　しかし経営面積のシェアでは，販売農家の2ha未
満層の面積シェアが2005～2010年の5年間だけでも
5ポイソトも低下し，ついに50％を切った（表4－5）。
かっては日本農業の中核的な階層をなし，農家戸数
（労働力），耕地等の日本農業の資源総量の圧倒的部分
を占めていたこれら1～2ha層や1ha未満層が戸数
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表4－55ha未満層の経営耕地面積シェア（都府県）
（単位：％）
0．3ha未満0．5ha未満0．5～1ha1～2ha2～3ha3～5ha5ha未満計2ha未満計
販売農家
2005 6．5 19．0 27．6 15．3 14．0 82．6 53．1
2010 5．7 17．3 25．2 14．3 14．3 76．7 48．2
総農家
2005 6．2 6．0 17．9 26．0 14．4 13．2 83．6 56．1
2010 6．8 5．1 16．1 23．6 13．3 13．3 78．3 51．6
農業経営体＋自給的農家
2005 6．1 5．7 17．0 24．7 13．7 12．6 79．8 53．5
2010 6．2 4．6 14．3 20．9 11．9 12．0 69．9 46．0
注：販売農家の0．5ha未満はO．3　ha未満も含む
　総農家及び「農業経営体＋自給的農家」のO．5　ha未満は0．3～0．5　haを示す。
割合ではなお80％を超えているものの，耕地面積で
はその比重を急速に低下させてきているのである。販
売農家では耕地面積シェアが遂に50％を切ったこと
は，農業構造が大きく変動しつつあることの一端を象
徴的に示すものといえよう。なお，総農家でみると2
ha未満層のシェアは52％と未だ過半を占めている
が，「農業経営体＋自給的農家」では2ha未満層のシ
ェアは2005～2010年に7．5ポイソトも縮小し，50％を
大幅に下回る46％にまで低下した。
表4－6大規模経営における経営耕地の増加に占める借地
　　　の増加の割合（2005～2010，都府県）　（単位：％）
　3　借地集積と借地型大規模経営の展開
　大規模経営による農…地集積，規模拡大が1990年
代，とくに今世紀に入って急速に進んだことはさきに
述べた通りであるが，その大規模経営による農地集積
は専ら借地の集積を通じて進められてきた。大規模経
営の2005～2010年における経営耕地の増加に占める
借地の増加の割合をみてみると（表4－6），販売農家
の場合でも経営耕地の拡大での借地の比重は極めて大
きい。この傾向は組織経営体を含む農業経営体の場合
にはいっそう顕著であり，経営規模が大きくなるほど
借地の比重は大きくなり，ほとんどを借地に依存して
いる。
　その結果，全体の借地面積も近年急速に増加し，組
織経営体による借地も含めると2010年には遂に100万
haを超えて106万haに達し，経営耕地面積全体に対
する割合も29％となった（都府県は32％）。経営耕地
面積のうちの約3割はそれを所有している農家自身
によってではなく，他の経営によって耕作されるよう
農業経営体 販売農家
5～10ha 81．6 81．9
10～20ha 79．2 75．8
20～30ha 87．2 75．5
30～50ha 90．5 81．3
50～100ha 94．8 74．4
100ha以上 92．1 139．3
になったのである。全国平均では約3割だが4割以
上，5割近くにも達するような県もかなりの数となっ
ている。約3割，地域によっては5割近くにも達す
るというような借地面積割合は，かっての自作農体制
のもとでは考えられなかったことである。
　周知のように，第皿次大戦後の農地改革によって明
治期以来の地主制は解体され，農地は耕作する農民が
所有する体制が創りあげられた。その結果，小作地面
積割合は1940年の46％から1949年には13％にまで低
下した。この農地改革の成果を農地制度として固める
ため農地法が制定され（1951年），そのもとで小作地
の抑制策がとられてきた。そのこともあり，小作地は
その後さらに縮小し，小作地面積割合は1970年代ま
では5％の水準にとどまっていた（表4－7）。
　ライフサイクルや病気等の労働力事情による農家間
での調整手段としての一時的貸借の他に，規模拡大を
志向する農家による請負耕作等の事実上の農地貸借は
1960年代に入り次第に増えてきた。農地の移動は所
有権移転（自作地売買）でというのが当時の農地政策
の基本的立場であったが，高度成長で広がった農地転
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表4－7　借地面積割合の推移
（単位：％）
19651970 19751980 19851990 19952000 20052010
全国
s府県
農家（総農家）
_業経営体
_家（総農家）
_業経営体
5．3
T．8
5．8
U．4
5．1
T．5
5．6
T．7
7．0
V．2
9．4
X．9
X．8
P0．3
12．4
P3．0
P2．6
P3．2
16．2
P7．1
P6．3
P7．2
19．3
Q2．3
P9．8
Q3．4
22．9
Q9．3
Q4．1
R2．4
注：農業経営体の部分は，1990～2000年については総農家＋農家以外の農業事業体（販売目的）
用の影響で農地価格が収益地価水準をこえて上昇した
ために，自作地購入による規模拡大は困難となり，規
模拡大の手段としては借地が選択されざるをえなくな
ってきた。
　しかし当時，農家の間では「農地改革アレルギー」
がなお根強く，農地の貸借を表に出すことを忌避する
傾向があった。そのため農地の貸借が行われていたと
してもいわゆる「ヤミ小作」にとどまることが多かっ
た。その影響もあり，借地面積割合は長らく1ケタ
の水準にとどまっていた。
　1970年農地法が改正され，農地政策は貸借抑制か
ら貸借促進の方向に転換が図られた。農家間の農地の
貸借を制度にのせて，貸借の促進を図るため，農地の
貸借を農地利用権の設定として進める仕組みも新たに
設けられた（1975年農振法改正による農用地利用増
進事業の創設，1980年農用地利用増進法，1993年農
業経営基盤強化促進法）。こうした制度面の対応もあ
って借地面積はその後次第に増加し，借地面積割合も
1990年代に入って2ケタへ，2000年以降はさらに大
幅に上昇する。
　ところでこのような借地（小作地）の急拡大を，日
本では近代以降2回経験した。1回目は19世紀後半，
明治中末期であり，2回目は未だ進行途上でもある現
在である。1回目については，既に藩政期にある程度
の広がりをみせていた小作地が，明治期に入って金納
地租の負担等に耐えられずに農地を手放さざるを得な
くなった農民が大量に発生して増加したこと等による
ものである。その結果小作地が農地の半ば近くにまで
拡大し，この小作地をめぐる地主・小作の対抗が戦前
期日本の農業問題の中心をなすようになったことは周
知の通りである。
　農地の所有・利用関係の面からこの両者を比較する
と，明治中末期の場合には，集積されたのは農地の所
有権である。小作に転落した農民は農地の所有権は喪
失したが，農地の利用＝経営は小作側に残され，零細
経営は継続された。これに対し，現局面では，集積さ
れたのは農地の利用＝経営であり，農地の所有権の方
は農業（耕作）を廃止した従来の農家の側に保持され
ている。集積する対象と主体はかってと現局面とでは
全く逆になっている。
　構図的にいえば，大地主対零細小作から零細地主対
大規模経営への変化である。いうまでもなくこの両者
の間には戦後農地改革という土地所有の一大変革があ
ったわけであるが，それを経たうえで現在再び農地の
所有・利用関係が変化し，借地が大きな比重を占める
局面を迎えつつある。しかしそこでの最大の相違は，
農地の利用＝経営の主体が零細農家から大規模経営
（販売農家，組織経営体）に移りつつあることである。
そしてそこには，本稿でも分析の主題となっている，
この間の農業構造の大きな変化がある。
　灌概稲作に基礎をおく小農＝家族経営による零細農
耕は藩政期にまでさかのぼるものであるが，そのよう
に長らく日本農業を特色づけてきた零細農耕が今大き
く変わりつつある。借地の急拡大もそのことと深く関
わっているのである。
　以上のような二つの時期の借地（小作地）の拡大の
性格の相違に関連して以下の2点をコメソトしてお
きたい。
　1点目は，農家が家族の生活を支えていく上での農
地の利用＝経営の重要性の変化である。明治中末期に
は農外での就業，稼得機会は現在と比較すれば非常に
限られており（雑業的な稼得機会は農村にもそれなり
にあったが），農地の利用＝経営は，たとえ小作であ
ったとしても家族の生活を支えていく上で極めて重要
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であった。土地の所有権を喪失したとしても利用＝耕
作は継続しなければならなかったのである。これに対
し，農外の就業機会が大幅に拡大し，在宅通勤兼業も
可能となってきている現在，家族の生活を支えていく
上での農地の利用＝経営の重要性は減退してきてい
る。他方，地価高騰等によって農地の家産意識が強ま
ったことともあいまって，労働力事情等により農地の
利用＝経営は休止せざるをえないとしても先祖から受
け継がれてきた所有は継続するという農家が増えたの
である。
　2点目は，現局面での借地の拡大は，農地の所有と
利用＝経営とが分離されたところでの大規模経営によ
る利用＝経営の集積として進められているということ
である。それ故に，第1の点ともあいまって借地の
拡大二大規模経営への農地の集積が急テンポで進むこ
とができたのである。
　このように集積が急テソポで進み得た要因として二
つのことが指摘できるであろう。一つは，農地を集積
する側が借地での拡大を選択できたことによって土地
購入にともなう膨大な資金の負担を回避できたことで
ある。農地の集積が土地購入の負担をともなう場合
は，農地保有合理化事業等による助成を受けられる場
合を除き，集積のテソポは自ずと限られざるを得な
い。農地価格が収益地価水準を超えている場合にはま
してそうである。
　もう一つは，さきに述べたことと重なるが，農地の
出し手側にとっては，所有権を保持したままでの貸し
付けであれば，農地の利用＝経営の休止であっても家
産の放棄とはならないだけに貸し付けのハードルは相
対的に低いということである。所有，家産に手をつけ
ない限り土地は動き易いのである。
　こうした大規模経営によるこの間の農地集積の特微
は，繰り返しになるが，北海道や東北の一部を除き専
ら借地の集積によって進められたこと（31），そしてそ
こで形成された大規模経営は，借地型大規模経営であ
ったことである。この点の再確認のために大規模経営
の借地面積の割合を規模別にみてみると（表4－8），
販売農家でも5～10haで49％，10～20　haで63％，
20～30haで71％というように規模階層が大きくなる
ほど借地面積割合は高くなる。組織経営体の場合には
この傾向が一層際立ち，借地面積割合は20ha以上の
階層では90％近くになり借地の割合が極めて高い。
近年形成された大規模経営はその農地を専ら借地に拠
っているという点で，これを借地型大規模経営として
特徴づけることができるであろう。なお，北海道や青
森県等での借地拡大と自作地拡大の双方をあわせ行っ
ているような大規模経営は自小作型の大規模経営とし
て特徴づけることができるであろう。
　そこであらためて現在形成されつつあるこの借地型
大規模経営について考えてみると，そこには特殊現段
階的特徴および特殊日本的ないしは特殊アジア的特徴
をみることができるのではないか。さきにも述べたよ
うに戦前期の寄生地主制下の小作経営は，経営として
は零細経営であり，当時の農村での階層構成としても
下位に位置づけられる存在であった（大正期以降には
そこから上向する農民層もみられたが一「自小作前進」
一）。これに対し現在形成されつつある借地型大規模
経営は，現在圧倒的多数をなしている階層とは隔絶し
表4－8　大規模経営の借地面積割合（都府県）
（単位：％）
2010 2000 1990
農業経営体 組織経営体 販売農家 販売農家 販売農家
5～10ha 50．6 77．4 49．1 （5～10ha） 41．7 （5ha以上） 30．4
10～20ha 66．6 83．3 62．5 （10～15ha） 55．2
20～30ha 80．0 88．0 71．4 （15ha以上） 57．2
30～50ha 85．1 88．0 77．0
50～100ha85．4 86．7 76．5
100ha以上 74．0 74．1 71．0
注：組織経営体については，経営耕地規模別の数字をえられないため，
　数字をあてた。
ここでは便宜的に「農業経営体一販売農家」の
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た規模であり，またその中核をなす組織経営体の場合
は，雇用を導入している経営が5割，そのうち常雇
いを導入している経営が3割（1経営体当たり実人数
9人）を占め，雇用労働力に依存する経営が多い。こ
うした大規模経営が借地型として展開しつつあるとこ
ろに特殊現段階的特徴をみることができよう。
　さらにこの大規模経営の対極で農地集積の主な対象
となっている層に着目すれば，農外就業に傾斜した豆
兼農家ないしはそれが高齢化した層（リタイアした層
も含め）が主たる対象であり，高度経済成長，とくに
その地方への波及による農外労働市場の拡大，総兼業
化とも呼ばれるような兼業深化の産物であるという点
では他のアジア諸国に対して特殊日本的という特徴を
指摘することもできよう（32）。
　また，かって是永が中大規模層においては「自小作
型」が支配的と特徴づけた1970年代の欧米諸国の農
業との比較においても（33），零細経営の中から生ま
れ，零細農家の農地を集積し経営耕地のほとんどを借
地に依存しながら規模を拡大してきた経営という点に
おいて性格を異にする。さらに19世紀イギリスの三
分割制のもとでの資本制農業経営との対比では，経営
耕地のほとんどを借地に依存するという点では共通だ
が一資本制農業経営という点での相違は措くとしても
一，近代的大土地所有対資本制借地農業経営という関
係のもとで，土地の貸借関係に純化した関係であった
のに対し，現段階の日本の場合には多くが在村の零細
地主であり，必ずしも土地の貸借関係に純化した関係
ではないという点においても大きな相違がある。この
点とも関わる日本の借地型大規模経営の地域・集落や
地域資源管理との関わりについては後の5でもう少
し詳しくみてみることにしたい。
　4　大規模経営としての集落営農系譜の組織経営体
　2010年セソサスがとらえている大規模経営のタイ
プは，大きくは，①大規模販売農家，②従来からの協
業経営体や会社経営等（近年農外から参入してきた農
外企業系譜の経営も含む）の組織経営体，③集落営農
系譜の組織経営体，に分けることができる。これらの
うちの③のタイプは「大規模経営」としては新しいタ
イブであり，既に述べたようにそれが大規模経営の中
で大きな比重を占めるようになったのが2010年セン
サスの特徴である。
　これまで日本の農家は，個別での対応が困難な状況
が生じたとき，複数の農家による共同，生産組織の組
織化や集落をベースとした集団的対応を行ってきた。
集落営農もそうした多様な共同の一つであるが，とく
に総兼業化，高齢化，担い手不在・弱体化のもとで，
それまでの個別農家を補完する生産組織とは別に，集
落をベースとした共同で地域・集落の農業の維持を図
ろうとする取り組みである。そしてそれは，営農組織
としては「経営体」の側面も強めながら展開してきて
いる。
　こうした集落営農が前述のように経営所得安定対策
への対応等もあって今世紀に入って急増し，法人化の
方向を目指すものも増えている。参考までにこの間の
全国の集落営農数の推移をみておくと，2005年10，063
→2010年13，577→2012年14，736と大幅に増加しいて
いる。そのうち法人数は2005年646→2010年2，038→
2012年2，581となっている。なお，農業経営を営む法
人となる計画を策定している集落営農は全体の37％
にのぼっている。また集落営農を構成する農業集落数
は約2万9千で農業集落全体の約20％を占めている
（以上農水省「集落営農実態調査結果」（2012年2月）
より）。前述したように2010年セソサスではこうした
集落営農のうちの少なからぬ部分が組織経営体として
カウントされ，2010年セソサスでの組織経営体，大
規模経営急増の大きな要因となったのである。
　組織経営体にカウソトされた集落営農には「経営体」
としての内実が備わっているか問題となるようなもの
も含まれているようであるが，ともかくこうした集落
をベースとした集落営農系譜の組織経営体が，大規模
販売農家，従来からの協業経営体や会社経営等の組織
経営体とならんで，大規模経営の一角を構成する形と
なった。もちろん経営としての性格は前二者のタイプ
と集落営農系譜の組織経営体とでは異なる面を有する
が，地域の条件に対応しながらそれぞれに大規模経営
として地域農業の担い手を構成している。
　このように集落営農系譜の組織経営体が大規模経営
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の一角を構成するような形で農業構造の変動が進んで
いるところに構造変動の現段階的特徴をみることがで
きる（34）。
　5　大規模経営と地域・集落，地域資源管理
　地域・集落での大規模経営の存在態様をみてみる
と，そこにはいくつかのタイプが指摘される。一つは
集落営農系譜の大規模経営で，この場合には集落の総
てないしはほとんどの農家を包摂する形で大規模経営
が成立し，集落規模での経営が展開している（ときに
は複数集落規模のことも）。
　もう一つは大規模販売農家や集落営農系譜でない組
織経営体が集落のほとんど全戸の農地を集積している
ようなタイプであるが，この場合は単独の大規模経営
よりも複数の大規模経営（複数の大規模経営ないしは
大規模農家と組織経営体等）によって集積されている
ケースが多い。
　第3のタイプは，大規模経営（販売農家ないしは
組織経営体）とともになおかなり多くの零細農家が併
存しているタイプである。こうしたタイプの集落が前
二者のタイプの集落よりなおかなり多いと思われる。
これよりさらに多いと思われるのは，販売農家，組織
経営体いずれの大規模経営も存在していないような集
落である。
　ちなみに1集落当たりおよび1旧村当たりの大規
模経営数をみてみると（掲表は略），5ha以上であれ
ば都府県では2集落で1経営だが，10ha以上となる
と1旧村当たりで約2経営で，1集落当たりでは0．17
経営にすぎない（東北でやっと2集落で1経営，他
の西日本の地域では旧村範囲にならないと1経営が
確保できない）。増加したとはいえ，集落，旧村のレ
ベルでみると，なおこうした状況にある。
　水利の共同に基礎をおく灌漸稲作を主体にして成り
立ってきた日本の農業では，個々の農家毎の圃場，畦
畔等の管理と，集落，用水組合等での共同による農道
や用排水施設等の管理とがあいまって地域の資源管理
が行われてきた。水利施設に関しては，地域によって
は土地改良区がほとんどを管理しているところがあっ
たり，圃場整備，とくに大区画圃場整備の実施や水路
のパイプライン化（さらにはその地下埋設）等をはじ
めとする水利施設の近代化等で水管理や用排水施設の
管理のあり方が従来とは大きく変わってきているとこ
ろもあるが，それでもなお，末端では個々の農家や集
落等にゆだねられる部分が皆無にはなっていない。
　零細経営から農地を集積した大規模経営の場合も，
個々の農家が個別および共同で行ってきたこうした農
道や水路・畦畔等の管理を引き継いで進めていくこと
が必要になる。このように農業を廃止する農家から農
地を集積した大規模経営は，借り入れた個々の圃場の
利用・管理だけでなく，地域の資源管理も引き継ぐこ
とが必要となり，こうした点からも大規模経営は集積
した圃場が所在する地域・集落との関わり（むらとの
つきあい）を抜きにしては借り入れ農地の利用・耕作
を進めることができない。大規模経営が地域農業の担
い手として位置づけられるとすれば，それはなおのこ
とである。
　この点はしかし，規模が大きくなるほど大規模経営
にとって負担が大きくなるところでもあり，ときには
必要な畦畔管理作業等の手抜きをしたり，共同作業の
出役をしなかったり等で地元集落等とトラブルとなる
ケースも生じたりしている。なお，集落営農系譜の大
規模経営（組織経営体）については，こうした地域・
集落との関わりは，その成立のときからいわばビルト
インされているともいえようか。
　零細経営からの農地を，いわば自然発生的な形で集
積し，規模拡大を図ってきた大規模経営にとっては，
大なり小なり圃場の分散の問題を抱えてこざるをえな
かった。こうした圃場の分散が激しければ激しいほ
ど，また圃場が広域に分散するほど，大規模経営にと
っては水管理や畦畔草刈り等の負担も当然大きくなる。
　こうした圃場分散の問題の緩和を図るため，大規模
経営相互間で，場合によっては行政や農業委員会等も
関与しながら農地利用調整協議会などのような組織を
立ち上げ，そこが介在する形で圃場の集中，団地化を
図るための調整が行われることもある。
　このように我が国では大規模経営も地域・集落と関
わり，地域資源管理に対して応分の負担，責任を負う
ことが必要となる。そのこととも関わって大規模経営
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と農地の貸し手，地権者との関係も，必ずしも単なる
土地の貸借関係，小作料の収受関係に純化しきっては
いないことも指摘しておかなければならない。零細な
農地を集積して大規模化してきた経営にとっては関係
する地主の数も当然多数となる。仮に地主の面積規摸
が1戸当たり0．7haとすれば，20　ha経営であれば28
戸，30haであれば43戸，50　haであれば70戸を超え
る膨大な数となる。それだけに地権者＝貸し手との関
係のあり方も，大規模経営にとっては大きな問題とな
る。それが単なる小作料収受の関係に純化していない
とすればなおのことである。
　こうした中で大規模経営が借り受けた農地の水管理
や畦畔の草刈り等の管理作業を一定の料金を払って貸
し手，地権者に再委託するケースもしばしば見られる
ようになっている。これは大規模経営が水管理や畦畔
草刈り等の負担の軽減を図ろうとして行われていると
いう面とともに，貸し手の多くが引き続き集落に居住
していること，高齢化して農業をやめ農地を貸し付け
ることになったとはいえ，水管理等の軽作業程度であ
ればなお可能であり，その意思，意欲もあるという貸
し手側の事情もあいまっての管理作業の再委託であ
る（35）。これは，大規模経営と地権者との関係が必ず
しも小作料の収受関係に純化したものではないという
現在の貸借関係の特質を端的に示すものといえよう。
V　結　び
　これまでの検討結果を踏まえて日本農業の構造変動
の現局面とその特質について整理し結びとしたい。
　（1）21世紀に入った日本農業は農業構造の歴史的
な変動局面を迎えつつある。まず長らく固定的であっ
た農家戸数が高度成長期に入った1960年代以降減少
に転じ，20世紀末以降それが加速した。しかしこれ
までそれが必ずしも構造変動には有効につながってこ
なかったが，21世紀に入って動きにくかった農地が
「動く」状況が広がり，農業構造が大きく動き出した
からである。
　農家戸数の歴史的な激減の対極には，借地を中心に
農地を集積し，従来の経営とは隔絶した規模の大規模
経営（販売農家，組織経営体）が生まれており，今世
紀に入って経営耕地面積のシェアを急速に増加させつ
つある。この，今まさに形成途上にある大規模経営は
未だ日本の耕地の一部を利用・経営しているにすぎな
いが，これまで支配的な存在であった零細経営の対極
にある経営である。農家戸数激減の中での零細経営か
ら大規模経営へという動きは，長らく日本農業を特色
づけてきた零細農耕を基軸とした農業構造が変化しつ
つあることを示すものであり，その意味で歴史的変化
ということができよう。
　と同時にその農業構造の変動が，大規模経営の重要
な一角を集落営農系譜の組織経営体が構成し，大規模
経営の形成が集落営農の組織化という形もともないな
がら進んできているところにも，現在進んでいる農業
構造変動の特徴をみなければならない。
　（2）現在形成されつつある大規模経営の主体をなす
のは，都府県では専ら借地の集積によって規模拡大を
図ってきた借地型大規模経営である。その主な貸し手
はかっては農家だった在村のいわゆる土地もち非農家
ないしは一部貸し付けの零細農家である。零細兼業農
家や高齢農家からの利用集積を通じた大規模経営の形
成である（構図的にいえば，零細地主対大規模借地経
営）。
　それはまた高度経済成長，その地方への波及によっ
て全国に広がった農外就業機会の拡大にともなう総兼
業化の産物であり，経済成長の産物でもある。そうし
た点で，それは戦前期の日本やアジアの多くの国々で
みられた地主・小作関係とは異なる特殊現段階的であ
り，かつ特殊日本的特徴を有したものということがで
きよう。なお，経済発展が進む他のアジアの国々でも
今後同様の動きが生ずるとすれば（注（32）参照），あ
るいは特殊アジア的ともいうべきであろうか。
　（3）　日本の水田農業は水利の共同に支えられ，その
土地利用については零細分散錯圃によって特徴づけら
れてきた。零細農家からの農地集積によって形成され
てきた大規模経営もそうした問題を完全に止揚してい
るわけではない。大規模経営の場合も，個々の農家が
個別および共同で行ってきた農道や水路，畦畔等の管
理を引き継いで進めることが必要であり，それ故に地
域，集落と関わり，地域資源管理に対しても応分の負
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担が必要となる。農地の貸し手，地権者との関係も単
なる土地の貸借関係，小作料の収受関係だけに純化し
ているわけではない。水田の水管理や畦畔の草刈り等
の管理作業を貸し手に再委託するようなケースもある
ことはそのことを端的に示すものであろう。
　このように借地型大規模経営が集落営農系譜の組織
経営体に限らず，地域，集落ともこうした関わりをも
ちながら経営を展開していかさるをえないところにも
う一つの特殊日本的ないし特殊アジア水田農業的特徴
をみることができるのではないか。
　（4）こうした大規模経営形成の基礎にこれまでギリ
ギリ農業に踏みとどまってきた兼業農家，高齢農家の
高齢化の果ての離農の動きが加速していることがあげ
られる。その端的な動きが昭和1ケタ世代のリタ・イ
アである。こうした動きにはまた1ケタ世代に続く
昭和2ケタ世代の「定年帰農」の動きが並行してい
た。「高齢農業」におけるリタイアと補充の同時進行
である。後者の動きについていえば，戦後生まれの世
代にも明確にその動きを確認することができる。そし
てそれは，ショートリリーフではあるが，そうした形
でのイエの農業の維持とムラの農業の維持を図ってい
こうとする動きとなっている。
　我々はこうした動きの中に，農家世帯の中で進行し
ている少子化，中若年層の減少（1戸当たり14歳以下
の世帯員数1990年0．42人→2010年0．19人，15～29歳
世帯員数O．37人→0．28人），高齢化と一世代世帯の増
加等の中においてもなお働いている自家農業維持の機
能をみることができるのではないか。他出したあとつ
ぎのUターソや若いときは農外就業に重点をおく
が，年齢を経るとともに自家農業への関与を強めると
いった農家世帯員の世代間あるいは男女間の自家農業
に対する役割分担ないしは役割交代もまた，イエ維持
機能の一つのあらわれとみることができるのではない
か。
　大規模経営が零細経営の集積を通じて生まれ，その
対極になお広範に零細農家が存在し，さらに集落営農
系譜の組織経営体が大規模経営の重要な一角を構成し
ているとすれば，こうしたイエとムラが，本稿でみて
きた日本農業の構造変動の有り様を基底において規定
しているとみなければならないであろう。
（1）
（2）
（3）
（4）
（5）
（6）
（7）
（8）
（9）
（10）
（11）
（12）
（13）
（14）
（15）
（16）
（17）
（18）
（19）
（20）
（21）
（22）
（23）
注
既に発表されているものとしては，安藤［2011］，安藤
［2012］，橋詰E2011］の他，農業問題研究学会［2012］
等。また総合的分析としては安藤［2013コ，農林水産政
策研究所［2013コの刊行が予定されている。
宇佐美［1997］
野田［2011］，野田［2012］
この点については橋詰［2012］が的確なコメソトを行っ
ている。
小田切［2008］P11
この点については澤田［2008］も参照。
田畑［2008］
田代［2012］第9章。田代はそこで高度経済成長期は
「兼業農業の時代」，1980年代以降「高齢農業の時代」，
その高齢世代もリタイア（離農）しはじめた，としてい
る。
表3－1および表3－3に掲げた数字とともに，フランスの
農業構造の推移に関しては是永［1992］に拠った。
柘植［1990コ
小沢［1988］
こうしたフランスでの農業経営数の減少と農業構造の変
化は現在もなお進行途上にあり，農業経営数は100万を
大幅に割り込み（1997年約68万経営），100ha以上の大
経営が総農用地面積の約43％を占めるまでになっている
（石月［2000］）。
『農事統計表』により全国的規模で農家戸数が把握でき
るのは1908年（明治41年）以降であるが，それ以前の明
治期についても約550万という戸数規模はほぼ一定であ
ったことが指摘されている（並木〔1959］，逸見［1958］）。
なお，石井［1991］においても1887年以降550万戸前後
でほとんど動かなくなってしまっていることが指摘され
ている。
梶井〔1976］参照。
並木［1959］
並木［1959］P163
並木［1959］はそれを，農家人口の流出が「専ら家族制
度により規定されていたもの」としている。
こうした点に着目するならば，19世紀末から20世紀前半
にかけて農業経営数が約5分の2にまで減少したフラン
スとほとんど変化がなかった日本という両者の相違の背
景としては，資本主義が農業・農村に及ぼした影響の相
違だけでなく，農村社会の構造，とくに相続形態の差
（均分相続制と一子相続制）も含めた農民家族のあり方
の差（日本についていえば旧民法下のイエ）が重要であ
ろう。
並木［1960］，並木［1962］
大場［1982］，大場［1987］は1980年セソサス，1985年
センサス分析を通じてこの点を読み解こうとしている。
中安［1976］
綿谷がそこに明治期の自作地主型自作大農にかわって大
正昭和期には自小作中農層が新たな生産力担当層として
台頭してくるという日本農業のダイナミックな内部動態
をとらえたことは周知の通りである（綿谷［1959］）。
この点について若干補足しておくと，経営耕地面積の減
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少は2005～2010年も続いているが2005年以前に比べる
と大幅に鈍化した（補足表）。販売農家の方はこれまで
20～30万haの規模で減少しており，2005～2010年も
25．5万haと大幅だったが，組織経営体の経営耕地面積
が2005～2010年に大幅に増加して販売農家の経営耕地面
積の減少をかなりカバーする形になったためである。経
営耕地面積の減少緩和については耕作放棄地の増加の鈍
化によるところが大きいとみられ（1995～2000年約10万
ha，40．6％，2000～2005の4．3万ha，12．5％の増加から
2005～2010年約1万ha，2．6％の増加へ，地域的にも耕
作放棄地面積の減少県が10都道府県に増加），この傾向
は農水省の耕地面積統計や農地転用面積の動向からも確
認できる。
補足表　経営耕地面積の推移（全国）
（単位：ha）
販売農家 組織経営体 農業経営体 自給的農家
19953，970，051209，7024，179，753150，228
20003，734，288232，5773，966，865149，655
20053，446，770242，8893，693，026161，659
20103，191，376437，1583，631，585162，242
増減面積
1995－2000一235，763 22，875一212，888 一573
2000－2005一287，518 10，312一273，839 12，004
2005－2010一255，394194，269一61，441 583
注：組織経営体の1995年，2000年については農家以外の農業
　　事業体の数字をあてた
（24）　このことと関わって梶井［1976］が，「農地が農地でな
　　　くなるというような事態が生じないかぎり，農家が農家
　　　でなくなるというような事態も起きない」ということを
　　　指摘していたことにあらためて注目しておきたい。この
　　　指摘は，直接には戦前期日本農業の「不変性」について
　　　の横井のシェーマに関説したものであるが，高度経済成
　　　長期以降についても農地転用や耕作放棄で耕地が減少す
　　　る中で「農家が農家でなくなるという事態」が「農地が
　　　農地でなくなるという事態」に随伴して生じていたとい
　　　う点では「横井的シェーマ」があてはまった時代と共通
　　　する面を有していたということができよう。これに対し，
　　　2005～2010年の動向は，「農家が農家でなくなる事態」
　　　が「農地が農地でなくなる事態」を必ずしも随伴せずに
　　　生じるようになったことを示すものということができる
　　　が，この変化が農家と土地との関わりの質的変化をも意
　　　味するのかどうかについては，もう少し今後の事態の推
　　　移を見る必要があろう。
（25）筆者も1990センサスや1995年セソサスの分析から，農地
　　　の「受け手市場」化が進んだ中で農地の受け手の確保如
　　　何が貸借の拡大に向かうか耕作放棄に向かうかを左右す
　　　るキーファクターになっていることを指摘した（田畑
　　　［1994］，田畑［1997］）。
（26）　この点について1995年センサス分析で宇佐美が指摘して
　　　いる（宇佐美［1997］）。
（27）　このことはまた，TPPへの参加等日本農業をめぐる外部
　　　環境の如何によって今後の構造変動もまた大きく左右さ
　　　れることを示している。
（28）　この点は全国各地の集落営農や大規模経営についての調
　　　査を通じて田代等が指摘しているところであり（田代
　　　［2011］），同様のことは地域で規模拡大を図り第一線で
　　　活躍している農業経営者からも指摘されている（例えば
　　　福原・藤井［2012］，松本・田口［2012］等参照）。
（29）秋山［2012］参照。川崎［2009］も，米生産費調査の個
　　　票データ（1995～2006年産）を用いた分析から，規模拡
　　　大に伴う耕地分散の相殺効果が排除できれば，16haで
　　　も規模の経済性は消滅しないことを明らかにしている。
（30）なお，このように20～30haや30～50　ha等の大規模経営
　　　に到達したとしても，それで安定した収益条件が確保で
　　　きるかどうかは別の問題である。近年の米価の下落等で
　　　大規模水田作の収益条件が悪化していること，それ故に
　　　販売力強化や加工部門の導入等でそれをカバーしようと
　　　している経営が多くなっていることも周知のところであ
　　　る。またもし日本がTPPに参加したような場合にその
　　　打撃を強く受けるのもこうした経営である。
（31）　周知のように北海道での農地移動は地価が収益地価水準
　　　からの乖離が小さかったこともあり，かっては自作地売
　　　買（所有権移転）が主体であり，その後貸借も増え，貸
　　　借が主流になった地域も多くなっているが，しかしそれ
　　　でも北海道の貸借はいずれは自作地売買に移行する一時
　　　的な性格が強い（この点については細山［2010］参照。
　　　なお，関連して2010年センサスによって北海道の農業構
　　　造変動の現段階を分析した細山［2012］も参照）。また
　　　青森県等東北の一部では地価が比較的低いこともあり，
　　　自作地売買もある程度行われている（この点については
　　　田代［2011］参照）。
（32）　青柳［2012］によれば，経済発展が著しく，農外就業機
　　　会に恵まれた中国の沿海部の農村では借地（転包）が急
　　　速に拡大する中で，未だ点在的ながら農地流動化による
　　　大規模稲作経営形成の動きが見られるという。また韓国
　　　でも解放後の農地改革を経て小作地率は上昇傾向にあ
　　　り，最近は40％前後にまで上昇しているが，それが必ず
　　　しも日本でみられるような借地型大規模経営の形成に結
　　　びついているわけではないようである（倉持［1994］，
　　　深川［2002］，品川［2010］等参照）。経済発展が進むこ
　　　れらアジアの国々については日本との共通性と異質性の
　　　両面に注意を払いながら今後の動向を注視していきたい。
（33）　是永［1992］
（34）　田代［2006］は，集落営農はグローバル化時代の産物で
　　　あり，地域レベルでのグローバル化への対峙だとしてい
　　　る。なお，集落営農については楠本［2010］も参照。
（35）　田代［2009］は，こうした貸し手側に水管理や畦畔草刈
　　　りを再委託しているような貸借は「半利用権」であると
　　　している。
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